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のか。これが 2013 年にウクライナが直面した選択であり、その後のウクラ
イナ危機の大前提であった 2）。ウクライナは、2007 年以降、EU との間で「深
く包括的な自由貿易協定」を含む「連合協定」の交渉を進め、2012 年 3 月




となっていた。そしてウクライナは、2013 年 5 月以降、この関税同盟に「オ
ブザーバー」として参加していた 4）。ウクライナにとってどちらかを選んだ
うえで、他方と一定の良好関係を持つことは可能であったが、双方と全面的
に連携するという選択肢はなかった 5）。このことは EU 側もロシア側も明言
していた 6）。またデフォルト寸前の経済状況から見て、ウクライナが外部支
援なしに事態を乗り切ることもほぼ不可能であった 7）。







た。ウクライナ国民の意見はほぼ二分されており、2012 年 12 月のある世論
調査では 48% が EU への接近を、40% がロシア、ベラルーシ、カザフスタ
ンとの関税同盟を求めていた 8）。















れており、かつ最も重要なものが、2008 年 4 月 5 日、ブカレストにおける





































































ていた 17）。ついで 10 月 27 日、今度はソチ公邸でヤヌコーヴィチと再び 5
時間以上に及ぶ会談が持たれた。そして、この首脳会談と並行して、ロス
トフ・ナ・ドヌーでは両国外相による泊りがけでの協議が行われていた 18）。
さらに 11 月 9 日、プーチンはヤヌコーヴィチとこの 3 週間で 3 度目の会談
を持った 19）。いずれの会談についても事後の記者会見はなく、ロシア大統領
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府公式サイトでは 10 月 27 日以外は、会談の事実さえ掲載されておらず、ど
のような「魅力的な案」が提示されたのか窺い知ることはできなかった 20）。
　他方でロシアからの警告ないし威嚇は明確に報じられていた。上記 10 月
27 日の外相会議でラヴロフ外相は、もし EU 協定が合意された場合、ウク
ライナが「CIS 自由貿易圏での特権を得ることはできなくなる」と警告して
いた 21）。さらに 10 月 30 日のロシア政府会議では、ウクライナが 8 月分の












　ヤヌコーヴィチは、11 月 5 日の時点で、内外投資家を前にして「EU との
深く包括的な自由貿易圏形成が投資ダイナミックスへの強い刺激となるであ


































8　　国際関係紀要　第 24 巻　第 1・2 合併号
ン（広場）での活動─と称するようになった 34）。




組織者は、11 月 29 日まで独立広場にとどまると主張していた 37）。29 日に、
本来、連合協定署名予定であったビリニュス EU サミットが閉幕することと
なっており、そこまでが抗議行動の一つの目途とされていたのである 38）。












背景は定かではないが、この 11 月 30 日事件が、その後の衝突拡大の最初の
きっかけとなる。
（2）マイダン運動の急進化
　翌 12 月 1 日日曜は 1991 年独立国民投票の記念日でもあった。独立広場
には、オレンジ革命以降最大の約 35 万人が集まり、親欧集会が開催され












拠を開始した 47）。市保健局は 12 月 1 日の負傷者につき、反対派 116 人、う
ち 42 人病院治療、警官負傷 100 人と報じた 48）。議会は 3 日、野党提出の政















に、「#Euromaidan」タグのツイッターには、11 月 21 日から 28 日の間、1 時
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て反対派にも自制を促した。また検察要請を受けて、12 月 13 日、キエフ市
長を解任した 56）。
　この後独立広場では、12 月 8 日、15 日と日曜ごとに大集会が開催された。








に、まず EU の対応を確認しておこう。EU は早くから反対派支援の姿勢を
示し、30 日の衝突後、ウクライナ政府に対して「警察による武力行使」に
ウクライナ危機とプーチン　　11







　この間プーチンは、11 月 26 日イタリア訪問終了記者会見のさいに、ウク
ライナ情勢について言及したが、ここでは、マイダン抗議行動にはまったく
触れず、EU 連合協定署名の場合、ロシアはしかるべく経済的対抗措置を取





































という形で始まることとなる。まずプーチンは 12 月 6 日、ソチでヤヌコー





政支援（当初分 50 億ドル）及びガス価格引き下げ（1000 立方メートルあた
り 500 ドルを 200 ドルに）、ロシア主導の関税同盟へのウクライナの参加と
ウクライナ危機とプーチン　　13















然ガス価格を現在の 400 ドル（1000 立方メートル当たり）から 268.5 ドルへ
と、約 3 分の 1 引き下げることとした（ロシア・ガスプロムとウクライナ・
ナフトガス間での契約）。これにより、ウクライナは（年間購入量を 250 億
立方メートルとして）、年およそ 35 億ドルの節約が可能になるとされた 67）。
　両国政府会談後の記者会見でプーチンは、ロシアとウクライナの経済的結
びつきを強調した。ロシア国内にはウクライナからの労働者が統計上で 100
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（3）マイダンの鎮静化
　12 月 22 日、マイダン開始後 5 度目の日曜を迎えた。キエフ市庁舎占拠は
続き、多くの人々が独立広場に集結したが、その数は前週の 20 万人から 10
万人へと半減していた。新年と、クリスマス（1 月 7 日）が近づく中で、ま
た寒さが増す中で、当初の熱気は冷めつつあった。さらに、単一の指導者が
不在で、明確な戦略を欠くマイダン運動への不毛感も生まれ始めていた 75）。
加えて、12 月 24 日、ヤヌコーヴィチは議会で 19 日に採択されていた恩赦
法に署名し、11 月 21 日以降の集会参加者の不法行為を問うことをやめ、逮
捕者を釈放することとした 76）。
　ついで 25 日アザロフ首相は、ロシアから、予定されている 150 億ドル支







［4］1 月 16 日法とマイダンの再燃─対立の激化
（1）1月 16日法
　新年イヴには独立広場でダンス・コンサートが開催され、20 万人の参加
があった 79）。しかし政治運動自体の鎮静傾向は続いていた。1 月 10 日、反
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にかかわっていた男性の誘拐である。男性は 1 月 22 日の夜に誘拐され、拷
問をうけ、集会行動への資金提供者を明かすよう迫られた。すきをみて森の






年憲法復活、そして 1 月 16 日法の取り消しを求め、クリチコはさらに年内
大統領選挙実施を条件として追加した 93）。
ウクライナ危機とプーチン　　19
　そして 1 月 28 日、アザロフ首相が「対立の平和的解決」促進のために辞





























































　2 月に入り、マイナス 19 度の厳寒の中でも抗議行動は続いていた 106）。反
対派活動家たちが何者かにより誘拐される事件も相次ぎ、反対派情報ではキ
















は 2 月 1 日、反対派指導者と会談し、「対話を通して対立を平和的に解決す
る」ことを求め、そうすれば、米国が「政府に圧力をかけ続けるであろう」












　だがプーチンは、1 月 30 日以降、ウクライナ情勢について─欧米首脳
との電話協議を別とすれば─公にはまったく語らなくなった。危機が先鋭
















































　2 月 19 水曜未明、衝突激化により参加者 11 名死亡と報じられた 126）。 朝
6 時前には、警官側も 9 名死亡と報じられた 127）。この日夕刻、保安庁長官
ヤキメンコ（Aleksandr Yakimenko）は、全国での反テロ作戦を開始し、地方
公共施設奪取などに対応すると発表した。ヤキメンコによれば、この数日間






























では、20 日朝、反対派 13 名が死亡しており、全員が「一発の銃痕」での死
亡であった 136）。20 日夕刻、ウクライナ保健省は 18 日からの死者が 67 名で
あると公表した。午後 8 時すぎには、この日の負傷者が 562 人で、うち病
院で治療をうけた者が 356 名であると報じられた。137）　21 日明け方までに、




　この間、20 日午前 11 時より、ヤヌコーヴィチ大統領は、独・仏・ポーラ
ンド三カ国外相と協議を行っていた 140）。その後翌 21 日にかけて、三カ国外
相とロシア人権オンブズンマン、ルキン（Vladimir Lukin）の立ち合いのも
と、大統領と反対派指導者 3 名（ヤツェニューク、クリチコ、チャグニボ
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やめ、公共施設を明け渡し、選挙委員会を再編し、過去の武力行使について







　この間、20 日には、与党地域党議員 10 名が声明を発表し、ウクライナ国
民を支持し、2004 年憲法の議会主導体制への復帰に賛成すると述べた 146）。





















に選出した（賛成 288 名／出席 326 名）。さらに議会は、大統領が自ら憲法




した（325 名賛成／出席 331 名）。さらに、ティモシェンコ釈放も決議した
（322 名賛成／出席 331 名）。この間議会は「マイダン自警部隊」により警備
されていた 155）。
　翌 2 月 23 日、大統領臨時代行に選出されたトゥルチノフは、新政府を形
成し、EU 連携協議を再開することを言明した。独立広場にはなお数千名の












　ウクライナ政権崩壊直後、ロシア外務省は、「2 月 21 日の合意」に従うこ
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と、すなわち、改憲を先行させ、その後にウクライナ大統領選挙を行うべき
と主張していた 158）。だがロシアは 2 月 21 日合意に署名しなかったため、そ









































た。この決定には出席者 64 名中 61 名が賛成した（定数は 100 名。ただし事
務局不在のため議員の自己申告であった）172）。ついで翌 28 日の夜中、クリ






すでに 1 月 31 日には、ウクライナのロシア社会代表からなるとされる「ス
ラブ反ファシスト戦線」創立大会がクリミアで開催され、これにはロシア
下院議員で「祖国（ロージナ）」指導者のジゥラヴレフ（Aleksei Zhuravlev）
も招待されていた 174）。さらに政変後の 2 月 25 日、ロシア国家会議（下院）
CIS・祖国同胞・ユーラシア統合委員会委員長スルツキー（Leonid Slutskii）





























　この直後、クリミア首相アクショーノフは、先に決定した 5 月 25 日の住

















































却が相次ぎ、代表的指標 RTS は 12%、MMVB は 10.7% 下落し、個別銘柄
でもガスプロム（13.89% 下落）、ルクオイル（7.43% 下落）、ズベルバンク
（14.91％下落）と軒並み低下であり、ルーブルも下落（金曜日 26 日 1 ドル
36 ルーブルが日曜 2 日 38 ルーブルへ）した 189）。
（4）プーチンの総括的会見
　3 月 4 日、プーチンは内外記者を相手に、ウクライナ情勢について約 1 時
ウクライナ危機とプーチン　　33
間の会見を開いた 190）。記者会見でプーチンがウクライナ問題について語る

























　③＜ EU 連合協定＞　　ヤヌコーヴィチは EU 連合協定の署名を拒否した
わけではなく、さらなる検討の時間を求めたにすぎない。というのも協定内





































































































































②＜ G8 ＞　　我々は G8 開催の準備を行う。もしも来たくないというなら、
来なければ良い。


















































































を見誤るな」『ロシア NIS 調査月報』（2014 年 1 月号）、1-8 頁；服部倫卓「ウ
クライナのユーロマイダン革命」『ロシア NIS 調査月報』（2014 年 4 月号）、
86-94 頁；斎藤元秀「ウクライナ危機とプーチン戦略」『アジア時報』（2014 年
4 月号）、81-95 頁。いずれも本稿執筆のさいに、背景理解として参考とした。
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  4）2013 年 5 月 31 日に覚書を交わしている。＜Izvestiya＞, 13/06/03.
  5）元 EU 委員長また元イタリア首相のプローディ（Romano Prodi）は、ロシアへ
の配慮の必要性を訴え、この問題を「ゼロサムゲーム」とすべきでないと主
張していた。＜Euractive＞, 13/06/18, http://www.euractiv.com/europes-east/prodi-














































ジエフは、ウクライナがロシアのもとに留まれば、ガス価格の 2 分の 1 ない
し 3 分の 1 の割引きが提供され、また「燃料輸出税」も免除される。これに
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66）＜Kremlin＞, 13/12/12, news/19825（閲覧 14/09/03）.
67）＜Vedomosti＞, 13/12/18. ウクライナによるガス購入量は 2012 年には 328 億立
方メートルであったものが、2013 年（9 月末まで）には 182 億立方メートル
へと低下していた。ガスプロムは、単価引き下げ分の収入減が購入量増加に


































































111）＜Interfax＞, 14/02/16, world/358610（ 閲 覧 14/08/23）; ＜Kyiv Post＞, 14/02/04, 
http://www.kyivpost.com/content/politics/deadlock-in-parliament-as-president-plays-
for-time-336262.html（閲覧 14/08/23）.
112）＜Kyiv Post＞,  14/02/17,  http://www.kyivpost.com/content/ukraine/rybak-
constitutional-act-cannot-be-registered-in-parliament-336974.html（閲覧 14/09/20）.












































に亡くなるということもあり、保健省は、2014 年 4 月 15 日時点での、犠牲者
を 106 名と発表した。＜Kyiv Post＞, 14/04/15, http://www.kyivpost.com/content/
ukraine/health-ministry-one-more-participant-of-maidan-rallies-dead-343675.
html （閲覧 14/09/19）.










145）＜Interfax＞, 14/02/21, world/360368（閲覧 14/08/26）;　＜New York Times＞, 
14/02/22.
146）＜Interfax＞, 14/02/20, world/359883（閲覧 14/08/26）.



































168）＜Interfax＞, 14/02/26, world/361143 および 361296（閲覧 14/09/11）.
169）＜Interfax＞, 14/02/26, world/361182（閲覧 14/09/11）.
170）＜Interfax＞, 14/02/27, world/36416 および 361437（閲覧 14/09/12）.
171）＜Interfax＞, 14/02/27, world/361441（閲覧 14/09/12）.
















































Schlesinger, Jr., War and the American Presidency（ W.W. Norton, 2005）, p. 23.








In  fact  the movement was genuinely  a people’s movement which  sought 
to  realize closer economic relations with  the European Union and  to establish a 
corruption-free Ukraine.









held at Sochi  in Russia. For Putin the success of  this event was so important  that 
he behaved very carefully during that period. When the Olympic Games ﬁnished, 
Yanukovich’s government had already collapsed.









Thus  it  is wrong  to say  that Putin from the beginning of  the crisis aimed at 
obtaining the Crimean region and the restoration of the Soviet Union. At the same 
time it isn’t correct to assert that the West was to blame for making Putin behave in 
such a rough manner. The fact is that the Euromaidan movement brought out such a 
situation that Putin couldn’t overlook.
 It was not certain if  the new Ukrainian government would begin to advocate 
the removal of the Russian naval base from the Crimea region. However, to be ready 
for the worst case was Putin’s political style. So Putin integrated the Crimean region 
into Russia very quickly. We may say this was Putin’s version of a preventive war 
just as Bush Jr’s Iraq war was.
